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1976 ～ 1977 年にわたって、

OECD 環境委員会が実施した

「 日 本 の 環 境 政 策 レ ビ ュ ー」

がその後の日本の環境政策そ

のものにもたらした波紋と私

自身の見方・考え方に与えた

イ ン パ ク ト を、47 年 も 経 っ

た今、思い返している。共通

のキーワードは、多分「アメ

ニティ」であろう。

まず国の環境行政に与えた

第一の変化は、類例を見ない

程の激甚公害との戦いに成果

があったと国際的に認定され

たことにより、公害行政に対

する自信や肯定的評価を、政

策当局者と関連企業が共有し

たことである。このことと直

接的な関連は薄いが、73 年、

79 年 と 二 度 に わ た っ て 先 進

国の経済を激しく揺すぶった

OPEC による石油危機に対し

ても、日本は省エネと新技術

の開発（特にホンダやトヨタ

など自動車対応が顕著）とで

上手に乗り切り、国際的にも

評 価 さ れ た。79 年 に は ハ ー

バード大学のエズラ・ヴォー

ゲル教授の「ジャパン・アズ・

ナンバーワン」が世に出たこ

ともあわせ、戦後一貫して悪

戦苦闘しながら追求してきた

経済成長の果実を一般国民も

やっと手に入れた瞬間であっ

たように思う。（後述するよ

うに、この自信過剰により油

断心が生じ、 バブルの 80 年

代と失われた 90 年代に突入

することになるのだが。）

第 二 の 変 化 は、 い わ ゆ る

「アメニティ行政」の開始で

ある。 前回にも紹介したが、

OECD のレビューは、「今後

は 公 害 防 止 の み な ら ず、 よ

り広く一般的な福祉の向上、

合理的な土地利用、自然的・

文 化 的 遺 産 の 保 護 を も 対 象

に、 広 範 囲 の 基 盤 を も つ 環

境政策への進展」を期待する

旨、表明したことへのレスポ

ンスである。この文章だけ読

む と、 委 員 会 と し て の 結 論

文 だ け に や や わ か り に く い

が、このような議論を誘発し

た OECD 事務局レポート（実

質 的 に は 当 時 OECD 環 境 局

次長を務めたレミ・プリュー

ド ム パ リ 大 学 教 授 が 執 筆 ）

を読むと、具体的な事例（エ

ビ デ ン ス ） が 詳 し く 記 述 さ

れ て い て、 実 に 面 白 い。 フ

ラ ン ス 人 の 知 性 と は こ ん な

見 方 を す る の か と 感 心 す る

表 現 が 随 所 に あ る が、 例 え

ばこんな風である。

 「 日 本 で は 、1960年

代後半の環境に関する

不満は、公害に焦点を

合わせ、環境政策は公害防除

に集中した。その結果は、や

や驚くべきものであった。こ

れらの政策は、汚染を減少さ

せるのに大いに成功したが、

環境に関する不満を除去する

ことには成功しなかった。日

本の状態は、いわば病気の主

な原因が除去されたにもかか

わらず、病気が治らないよう

なものである。このことは、

環境に関する不満の本当の原

因が、汚染の増大ではなく、

環 境 の 質 の 悪 化 に あ っ た こ

と、そして、現在もそうであ

ることを示しているようであ

る。環境の質、あるいはよく

「快適さ（アメニティ）」と

呼ばれるものは、静かさ、美

しさ、プライバシー、社会的

関係、その他「生活の質」の

測定することのできない諸要

素に関係している。」

この文章に、東京に集まっ

たレビュー参加者が反応した

だけでなく、当時は閣外にお

り、東京会合の直後に環境庁

長官に就任する石原慎太郎氏

も興味を寄せ、そして私自身

も大きく心を揺さぶられ、早

速、行動に及んだ。
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